
鉄道施設の技術を「横（全国）」と「縦（未来）」に繋ぐ

一般社団法人　日本鉄道施設協会

J R C E A
Japan Railway Civil Engineering Association

● 目  的
　当協会は、非営利の一般社団法人として、建設工事や施設のメンテナンス等に関する専門技術者の育成、　これらの分野に
　おける技術の発展、安全性の向上に寄与するための諸事業を行っています。
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● 会員構成（2025 年 3 月現在）

● 会員特典 ● 会費等

● 主な沿革

沿革11

会　員22
正 会 員…………………………当協会の目的に賛同して入会した個人又は団体

　　　　普通会員………………正会員のうち個人として入会された場合（約 8,200 人）

　　　　　　　　　　　　　　普通会員のうち紙媒体の協会誌を頒布しないものを「普通会員（電子）」とする

　　　　特別会員………………正会員のうち団体として入会された場合（約 1,200 団体）

学生会員…………………………大学生等として入会された場合

「日本鉄道施設協会誌」を毎月お届けします（電子会員の方は電子版）

当協会発行の各種専門図書を会員特価でご購入頂けます

当協会主催の講演会・見学会などの行事に自由にご参加頂けます

普通会員　入会金…………  100 円	 年会費… 6,000 円

普通会員（電子）　入会金… 100 円	 年会費… 5,000 円

特別会員　入会金……… 10,000 円	 年会費… 20,000 円

学生会員　入会金……… 1,000 円	 年会費… 0 円

1953 年（S28）　 5 月 15 日　　日本保線協会設立総会／有楽町日本交通協会講堂
1953 年（S28）　12 月 23 日　　社団法人日本保線協会　設立許可（運輸大臣）
1962 年（S37）　12 月 19 日　　社団法人日本鉄道施設協会に改組（定款変更認可・運輸大臣）
2011 年（H23）　 3 月 30 日　　一般社団法人日本鉄道施設協会　移行認可 ( 内閣総理大臣 )
2011 年（H23）　 4 月 1 日　　一般社団法人日本鉄道施設協会　移行登記
2018 年（H30）　 3 月 31 日　　公益目的支出計画の実施が完了

　戦中戦後の日本の鉄道技術の空白を取り戻し、さらには日本独自の技術を確立させることをめざして昭和26（1951）年7
月に、当時の国鉄保線技術者の有志によって「軌道技術研究会」がつくられ、技術の研究、開発についての会合を行っていました。

　昭和27（1952）年には、国鉄・民鉄の保線技術者を包含した団体設立計画が提唱され、有志による準備会・実行委員会が
組織され、当協会の前身である「日本保線協会」の設立が具体化しました。
　設立にあたっては、国会議員、運輸省、国鉄、東京都交通局、大阪市交通局、民鉄、業界関係者など166名が発起人となり、
昭和28（1953）年5月15日に設立総会が開催され、当協会が誕生しました。

　昭和37（1962）年、東海道新幹線の建設が最盛期となるなかで、協会の目的、会員資格等を保線関係に限らず、広く建設、
改良等鉄道の施設系技術者全体の団体に拡大し、名称を「社団法人日本鉄道施設協会」と改めることとし、同年11月28日
の臨時総会で定款変更が承認されました。翌年には施設事務関係者も加え、現在の会員構成でもある鉄道施設関係全般の団体
となりました。

　昭和62（1987）年、国鉄の分割民営化により、JR各社が誕生しました。鉄道施設技術の新規開発などが大いに進み、当
協会も体制の再構築を図るとともに、技術振興等の事業に取り組んできました。

　平成20（2008）年12月から特別民法法人に位置づけられ、検討を重ねた結果、「一般社団法人」への移行を決定し、平
成23年度から再スタートしました。
　平成30（2018）年3月に公益目的支出計画の実施が完了して現在に至ります。
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主な事業活動33
● 調査研究

■ 地方鉄道研修
　地方鉄軌道事業者の喫緊の課題である適切な施設の保全を目的に国交省より
受託して維持管理講習会を開催しています。

■ 日本産業規格（JIS）の制定・改正
　資材の規格化は、技術の進歩による新素材の導入等に、迅速かつ高度な専門知識をもって対応する必要があります。
　協会は、軌道資材のJISの審議団体に指定されており、これらの制定や改正等を実施しています。

● 公益出版

■ 会誌の発行（毎月）
　鉄道施設に関する必要な専門知識、専門技術を掲載した
月刊誌「施設協会誌」を毎月発行しています。
　またHPから閲覧できる電子版も展開しています。

■ 技術図書の出版
　国の技術基準に解説を加えた「解説鉄道に関する技術基準（土木編）第四版」を初めとする現在24冊の専門技術書を出版
販売しています。

● 技術振興奨励

● 保安事業

■ 研究発表会・見学会の開催
　総合技術講演会（鉄道事業者）、鉄道施設技術発表会（施工会社）、用地・協議業務研究会を毎年度開催し、全国の技術者が研
究成果等を共有しており、参加者は約800名です。

■ 表彰等
　鉄道施設の技術の発展に寄与した方、鉄道工事の安全推進に貢献された方など、協会賞として功績賞、保安賞、技術賞、施
工技術賞、論文賞、著作賞の各賞を選考し、毎年通常総会・支部総会で表彰しています。
　長年にわたり鉄道施設分野で功労のあった方は、国の叙勲候補者として推薦し、多くの方がその栄に浴してります。

■ 外国人技能実習・特定技能制度の試験機関
　2021年に協会は軌道保守整備技能実習評価試験を実施する評価試験機関
として認定を受け、2022年から評価試験を行っています。
　また、2024年に特定技能制度の試験機関として認定されました。

　鉄道工事に携わる方々を対象に、各種講習を実施しています。受講者数は
毎年約80,000人です。

■ 資格認定
　委嘱元の鉄道事業者が定める工事資格（工事管理者、重機運転者、列車見張員等）
の認定機関として、運転適性検査や資格講習会の開催、資格認定証の発行・交付
を行っています。

■ 省令 10 条教育・訓練
　各鉄道事業者からの委嘱を受けて、国土交通省令第10条に定められる教育・訓練を実施しており、鉄道の安全・安定輸送
確保の一翼を担っております。
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Ｊ Ｒ 線 「御徒町駅」 南口より徒歩3分
銀 座 線 「上野広小路駅」 （Ａ４出入口）より徒歩1分
大江戸線 「上野御徒町駅」 （Ａ４出入口）より徒歩1分
千代田線 「湯島駅」 （６番出入口）より徒歩5分
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● 運営組織

● 事務局組織

本　　部 支　　部

総　　　　会 定款に定める
重要事項を決議する

支部総会に
上程すべき
事項を決定する

総会に上程すべき事項その他
重要な業務執行を決定する理　事　会

委　員　会 企 画 委 員 会

財 務 委 員 会

保 安 事 業 委 員 会

叙勲及び表彰選考委員会

協会誌編集委員会

功績賞等選考委員会

保安賞選考委員会

論文賞等選考委員会

支部総会

（北海道 ・ 東北 ・ 関東 ・ 中部 ・ 
関西 ・ 中国 ・ 四国 ・ 九州）

評議員会

会務の運営、事業の計画遂行
に関する事項等

各事業年度の収支予算、決算状況
に関する事項

保安事業の企画運営に関する事項

叙勲・褒賞その他表彰候補者の選考

日本鉄道施設協会誌の編集
に関する事項

協会賞のうち功績賞 ・ 技術賞 ・ 
施工技術賞の候補者の選考

協会賞のうち保安賞の候補者の選考

協会賞のうち論文賞と著作賞
の候補者の選考

企　画　部

保安事業部

札幌事務所

東京事務所 大宮派出

名古屋事務所

大阪事務所

四国事務所

九州事務所

代 表 理 事（会　　長）

業務執行理事（専務理事）

業務執行理事（理　　事）

事務所 〒 所在地 TEL FAX
企　画　部 110-0005 東京都台東区上野1-19-10　上野広小路会館9階 03-5846-5300 03-5846-5393
保安事業部 110-0005 東京都台東区上野1-19-10　上野広小路会館9階 03-5846-5680   03-5846-5394
東京事務所 110-0005 東京都台東区上野1-19-10　上野広小路会館9階 03-5846-5680   03-5846-5394
札幌事務所 060-0807 札幌市北区北７条西６丁目２番地34　SKビル8階 011-792-7107 −
名古屋事務所 452-0037 清須市枇杷島駅前東1-1-1　名工建設㈱2F 052-938-3427 052-938-3429
大阪事務所 532-0011 大阪市淀川区西中島5-14-5　ニッセイ新大阪南口ビル2F 06-6885-5666  06-6885-5667
四国事務所 760-0001 高松市新北町27-10　四国開発建設㈱内 087-833-2021     087-833-2021
九州事務所 812-0013 福岡市博多区博多駅東2-6-28　ユナイト博多ビル9F 092-433-2820  092-433-2821

組　織44
● アクセス

● 本部・事務所所在地
https://www.jrcea.or.jp/


